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恭恭賀賀新新春春

新
春
を
寿
ぎ
、
御
挨
拶
を
申
し
上
げ
ま
す
。
ま
た
、
旧
年
中
は
本
会
の
運
営
に
対
し
、
格
別
の
御

理
解
と
御
支
援
を
賜
り
ま
し
た
こ
と
、
衷
心
よ
り
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。
東
日
本
大
震
災
で
被

災
さ
れ
ま
し
た
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
早
期
の
復
旧
と
復
興
を
誓
っ
て
お
ら
れ
る
こ
と
と
存

じ
ま
す
。
本
会
と
い
た
し
ま
し
て
も
昨
年
に
引
き
続
き
、
被
災
地
の
一
日
も
早
い
復
旧
と
復
興
に
向

け
、
会
を
挙
げ
て
積
極
的
に
要
請
活
動
等
へ
取
り
組
ん
で
参
り
ま
す
。

昨
年
は
、
１
月
１５
日
に
開
催
さ
れ
ま
し
た
国
と
地
方
の
協
議
の
場
で
「
地
方
公
務
員
の
給
与
削
減

を
強
制
し
な
い
よ
う
」
に
政
府
へ
主
張
し
幕
を
開
け
た
年
で
あ
り
ま
し
た
。
私
ど
も
は
、
地
方
固
有

の
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
を
給
与
引
き
下
げ
の
要
請
手
段
と
し
て
用
い
る
こ
と
は
避
け
る
べ
き
と

主
張
い
た
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
政
府
は
１１
月
１５
日
の
閣
議
決
定
で
、
地
方
公
務
員
給
与
の
削
減

要
請
を
平
成
２５
年
度
限
り
の
措
置
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

地
方
分
権
改
革
の
推
進
で
は
、
３
月
８
日
の
閣
議
決
定
を
経
て
安
倍
晋
三
・
内
閣
総
理
大
臣
を
本

部
長
と
す
る
地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
４
月
５
日
に
は
地
方
分
権
改
革
有
識

者
会
議
が
設
置
さ
れ
、
１２
月
１０
日
に
は
有
識
者
会
議
が
「
事
務
・
権
限
の
移
譲
等
に
関
す
る
見
直
し

方
針
案
」
な
ど
を
ま
と
め
て
お
り
ま
す
。
こ
の
見
直
し
方
針
案
は
１２
月
２０
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
、
こ

れ
に
基
づ
き
政
府
は
第
４
次
一
括
法
案
を
取
り
ま
と
め
て
今
通
常
国
会
へ
提
出
す
る
予
定
で
す
。

地
方
財
政
対
策
で
は
、
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
特
別
枠
と
地
方
交
付
税
の
別
枠
加
算
の
取
り
扱
い

が
焦
点
と
な
り
ま
し
た
が
、
皆
様
方
の
御
協
力
の
も
と
本
会
の
取
り
組
み
が
実
り
、
歳
出
特
別
枠
で

１
・
２
兆
円
が
確
保
さ
れ
、
地
域
の
元
気
創
造
事
業
へ
の
振
替
分
０
・
３
兆
円
と
合
わ
せ
、
実
質
的

に
２５
年
度
と
同
水
準
が
確
保
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
地
方
交
付
税
の
別
枠
加
算
は
地
方
税
収
の
状
況
を

踏
ま
え
、
加
算
額
の
一
部
を
縮
小
し
つ
つ
も
必
要
な
額
と
し
て
０
・
６１
兆
円
が
確
保
さ
れ
ま
し
た
。

税
制
改
正
関
係
で
は
、
特
に
固
定
資
産
税
の
う
ち
「
機
械
及
び
装
置
」
へ
の
課
税
措
置
に
対
す
る

見
直
し
論
が
高
ま
り
、
我
々
自
治
体
関
係
者
と
し
て
は
大
き
な
危
機
感
を
持
た
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
で

し
た
が
、
本
会
を
挙
げ
要
請
活
動
に
取
り
組
み
ま
し
た
結
果
、
９
月
の
与
党
税
制
改
正
大
綱
で
は
見

直
し
の
対
象
外
と
さ
れ
、
１２
月
の
与
党
税
制
改
正
大
綱
で
も
２６
年
度
は
現
行
制
度
の
堅
持
が
実
現
し

て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
車
体
課
税
も
代
替
財
源
の
確
保
を
期
待
で
き
る
状
況
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
本
会
で
は
６
月
２６
日
、
議
会
の
議
事
機
関
と
し
て
の
役
割
、
政
策
立
案
機
能
等
を
十
分
発

揮
で
き
る
よ
う
調
査
・
検
討
す
る
「
議
会
の
あ
り
方
研
究
会
」
を
立
ち
上
げ
ま
し
た
。
１
年
目
は
「
現

状
」
「
課
題
」
「
問
題
点
」
な
ど
を
学
識
経
験
者
ら
が
議
論
し
検
討
項
目
の
抽
出
を
進
め
、
２
年
目

で
は
市
議
会
議
長
や
議
会
事
務
局
長
も
参
加
し
て
い
た
だ
き
、
理
論
上
の
調
査
・
研
究
に
と
ど
ま
ら

ず
、
実
務
上
の
観
点
か
ら
議
会
の
為
す
べ
き
方
策
を
模
索
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

本
会
が
取
り
組
む
べ
き
課
題
は
本
年
も
山
積
し
て
お
り
ま
す
が
、
今
後
と
も
各
市
議
会
及
び
議
員

各
位
の
御
支
援
と
御
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
御
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
結
び
に
各
市
、
各
市
議
会
の

益
々
の
御
発
展
、
皆
様
方
の
御
健
勝
と
御
活
躍
を
心
か
ら
御
祈
念
申
し
上
げ
ま
す
。

年年
頭頭
にに
ああ
たた
りり

全
国
市
議
会
議
長
会
会
長

佐

藤

祐

文

（
横
浜
市
議
会
議
長
）
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復
興
を
加
速
し
、
日
本
経
済
を

再
生
の
道
へ
。
安
倍
内
閣
発
足
か

ら
１
年
、
今
年
は
、
そ
の
成
果
を

実
感
し
て
い
た
だ
け
る
年
に
し
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

総
務
省
は
、
２
つ
の
大
き
な
課

題
に
取
り
組
み
ま
す
。
第
１
は
、

「
民
間
投
資
を
喚
起
す
る
成
長
戦

略
」
に
よ
り
、
成
長
の
恩
恵
を
国

民
や
地
域
、
企
業
に
実
感
し
て
い

た
だ
く
こ
と
で
す
。
第
２
は
、「
国

・
地
方
を
通
じ
た
財
政
健
全
化
と

地
方
分
権
改
革
の
推
進
」
で
す
。

こ
う
し
た
課
題
解
決
に
向
け
、

総
務
省
で
は
、
以
下
の
５
本
柱
か

ら
成
る
「
総
務
省
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」

を
定
め
、
そ
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
具

体
化
す
る
た
め
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を

設
定
し
て
い
ま
す
。
以
下
、
主
な

施
策
を
紹
介
し
ま
す
の
で
、
国
民

の
皆
様
の
ご
理
解
、
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。
（
総
務
省
の
施
策

に
加
え
、
私
が
兼
務
し
て
い
る
地

域
活
性
化
や
地
方
分
権
の
担
当
大

臣
と
し
て
推
進
す
る
施
策
も
併
せ

て
紹
介
し
ま
す
。
）

【
元
気
を
つ
く
る
】

国
家
戦
略
特
区
で
日
本
を
世
界

一
ビ
ジ
ネ
ス
の
し
や
す
い
国
に

し
、
日
本
経
済
全
体
の
再
生
を
図

り
ま
す
。
国
家
戦
略
特
区
は
、
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
「
第
３
の
矢
」（
日

本
再
興
戦
略
）
の
要
で
あ
り
、
成

長
戦
略
実
行
国
会
と
位
置
づ
け
た

先
の
臨
時
国
会
で
国
家
戦
略
特
別

区
域
法
が
成
立
し
ま
し
た
。
私
が

国
家
戦
略
特
区
担
当
大
臣
を
拝
命

し
、
国
家
戦
略
特
区
諮
問
会
議

（
議
長
は
総
理
）
の
議
員
も
昨
年
末

に
発
表
し
て
、
特
区
を
具
体
化
す

る
体
制
が
整
い
ま
し
た
。

速
や
か
に
諮
問
会
議
で
の
議
論

を
深
め
、
特
区
に
関
す
る
政
府
全

体
の
「
基
本
方
針
」
の
策
定
や
、
国
・

地
方
・
民
間
が
一
体
と
な
っ
て
取

り
組
む
イ
ン
パ
ク
ト
の
あ
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
区
域
の
選
定
を
行
い

ま
す
。

日
本
経
済
を
牽
引
す
る
政
策
と

地
域
の
活
性
化
は
、
車
の
両
輪
で

す
。
地
域
の
再
生
な
く
し
て
日
本

の
再
生
は
あ
り
ま
せ
ん
。
全
国
津

々
浦
々
の
皆
さ
ん
に
成
長
を
実
感

し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、
関
係
府

省
と
連
携
し
な
が
ら
施
策
を
展
開

し
ま
す
。

そ
の
中
核
と
な
る
の
が
、
地
域

の
頑
張
り
や
創
意
工
夫
を
引
き
出

し
て
活
性
化
を
図
る
「
地
域
の
元

気
創
造
プ
ラ
ン
」
で
す
。
地
域
の

資
源
と
資
金
を
活
用
し
て
自
治
体

が
核
と
な
っ
て
業
を
起
こ
し
、
雇

用
を
創
る
「
地
域
経
済
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
サ
イ
ク
ル
」
を
全
国
展
開

し
ま
す
。
ま
た
、
分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
イ
ン
フ
ラ
や
公
共
ク
ラ
ウ

ド
な
ど
の
民
間
活
力
の
土
台
と
な

る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
積
極
的
に
推

進
し
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
地
方
公
共
団
体
間

で
協
約
を
締
結
で
き
る
新
た
な
仕

組
み
の
導
入
や
、
国
の
各
府
省
の

予
算
や
事
業
を
「
地
域
の
元
気

枠
」
と
し
て
横
断
的
に
横
串
で
紹

介
す
る
地
方
公
共
団
体
支
援
の
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
な
ど
、

主
体
的
に
地
域
振
興
に
取
り
組
む

地
域
の
支
援
策
を
強
化
し
ま
す
。

ま
た
、
過
疎
地
域
な
ど
条
件
不

利
地
域
に
つ
い
て
は
、
産
業
振
興

や
生
活
支
援
機
能
を
確
保
し
、
集

落
の
活
性
化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

平
成
２６
年
度
の
地
方
財
政
に
つ

い
て
は
、
地
方
税
収
が
十
分
に
回

復
し
て
い
な
い
状
況
を
踏
ま
え
、

地
域
経
済
の
活
性
化
等
に
必
要
な

地
方
の
財
源
を
確
保
す
る
観
点
か

ら
、
地
方
が
自
由
に
使
え
る
一
般

財
源
総
額
を
対
前
年
度
０
・
６
兆

円
増
の
６０
・
４
兆
円
と
し
ま
し

た
。
ま
た
、
地
方
財
政
計
画
に
地

域
の
元
気
創
造
事
業
費
を
創
設
す

る
一
方
、
将
来
世
代
の
負
担
と
な

る
赤
字
地
方
債
（
臨
時
財
政
対
策

債
）
を
抑
制
す
る
な
ど
、
地
域
経

済
の
活
性
化
と
地
方
財
政
の
健
全

化
を
同
時
に
進
め
る
内
容
と
し
て

い
ま
す
。

地
方
税
制
に
つ
い
て
は
、
魅
力

あ
ふ
れ
る
地
域
を
創
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
分
権
推
進
の
基
盤
と

な
る
地
方
税
の
確
保
に
努
め
な
が

ら
、
税
源
の
偏
在
性
が
小
さ
く
税

収
が
安
定
的
な
地
方
税
体
系
の
構

築
を
進
め
て
い
ま
す
。
平
成
２６
年

度
税
制
改
正
に
お
い
て
は
、
税
制

抜
本
改
革
法
を
踏
ま
え
、
税
源
偏

在
を
是
正
し
、
財
政
力
格
差
を
縮

小
す
る
た
め
、
法
人
住
民
税
法
人

税
割
の
一
部
を
国
税
化
し
、
地
方

交
付
税
原
資
と
す
る
ほ
か
、
車
体

課
税
の
見
直
し
等
を
実
施
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

【
命
を
ま
も
る
】

東
日
本
大
震
災
被
災
自
治
体
へ

の
人
的
支
援
に
つ
い
て
は
、
全
国

知
事
会
、
全
国
市
長
会
・
全
国
町

村
会
を
中
心
と
し
た
職
員
派
遣
の

支
援
が
行
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ま

で
に
、
延
べ
８
万
５
千
人
以
上
、

平
成
２５
年
に
お
い
て
は
２
千
人
以

上
の
地
方
公
務
員
が
被
災
自
治
体

に
派
遣
さ
れ
て
い
ま
す
。

総
務
省
で
は
、
引
き
続
き
、
全

国
の
自
治
体
に
職
員
派
遣
を
要
請

す
る
ほ
か
、
被
災
自
治
体
で
の
任

期
付
職
員
の
採
用
の
支
援
、
被
災

自
治
体
で
働
く
意
欲
の
あ
る
Ｏ
Ｂ

職
員
に
関
す
る
情
報
提
供
を
行
う

と
と
も
に
、
経
済
団
体
等
の
協
力

の
下
、
民
間
企
業
等
の
人
材
活
用

を
促
進
し
ま
す
。

地
方
財
政
に
つ
い
て
も
、
平
成

２６
年
度
は
、
震
災
復
興
特
別
交
付

税
を
引
き
続
き
０
・
６
兆
円
確
保

す
る
ほ
か
、
地
方
財
政
計
画
に
緊

急
防
災
・
減
災
事
業
費
０
・
５
兆

円
を
計
上
す
る
な
ど
、
被
災
地
の

復
旧
・
復
興
と
防
災
対
策
を
更
に

進
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

消
防
行
政
に
つ
い
て
は
、
災
害

の
複
雑
多
様
化
に
加
え
、
南
海
ト

ラ
フ
地
震
や
首
都
直
下
地
震
な
ど

の
大
規
模
地
震
の
発
生
も
危
惧
さ

れ
る
中
、
国
民
の
生
命
、
身
体
及

び
財
産
を
守
り
、
安
心
・
安
全
を

確
保
す
る
た
め
、
更
な
る
消
防
防

災
体
制
の
拡
充
・
強
化
を
図
り
ま

す
。

【
便
利
な
く
ら
し
を
つ
く
る
】

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
に
つ

い
て
は
、
平
成
２８
年
１
月
の
個
人

番
号
利
用
開
始
に
向
け
、
全
地
方

公
共
団
体
で
関
係
シ
ス
テ
ム
の
整

備
等
の
対
応
が
必
要
と
な
り
ま

す
。
各
団
体
の
準
備
が
着
実
に
進

む
よ
う
、
必
要
な
額
の
国
庫
補
助

金
を
確
保
し
、
積
極
的
に
支
援
し

て
い
き
ま
す
。

【
み
ん
な
の
安
心
を
ま
も
る
】

サ
イ
バ
ー
攻
撃
に
対
す
る
実
践

的
な
演
習
（
Ｃ
Ｙ
Ｄ
Ｅ
Ｒ
）
や
官

民
協
働
で
マ
ル
ウ
ェ
ア
感
染
を
未

然
に
防
止
す
る
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
（
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｖ
Ｅ
）
を
実
施

す
る
と
と
も
に
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
各

国
等
と
の
国
際
連
携
を
推
進
し
、

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
強
化

し
ま
す
。

【
国
の
仕
組
み
を
つ
く
る
】

地
方
分
権
改
革
に
つ
い
て
は
、

国
か
ら
地
方
へ
の
事
務
・
権
限
の

移
譲
等
と
併
せ
て
、
都
道
府
県
か

ら
指
定
都
市
へ
の
移
譲
等
に
つ
い

て
、
第
４
次
一
括
法
案
を
通
常
国

会
に
提
出
し
ま
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
第
２
次
地
方
分
権
改
革
に
一

区
切
り
を
つ
け
る
こ
と
と
な
り
、

地
方
分
権
改
革
は
新
た
な
ス
テ
ー

ジ
を
迎
え
ま
す
。

こ
の
た
め
、
「
個
性
を
活
か
し

自
立
し
た
地
方
を
つ
く
る
」
と
い

う
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
下
、
地
方
の
発

意
に
根
ざ
し
た
「
提
案
募
集
方

式
」
を
導
入
し
、
そ
れ
を
受
け
止

め
る
政
府
の
恒
常
的
な
推
進
体
制

を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
地
方
の

多
様
性
を
重
ん
じ
る
「
手
挙
げ
方

式
」
を
導
入
す
る
な
ど
、
新
し
い

ス
テ
ー
ジ
に
ふ
さ
わ
し
い
地
方
分

権
改
革
を
力
強
く
進
め
ま
す
。

地
方
自
治
制
度
に
つ
い
て
は
、

第
３０
次
地
方
制
度
調
査
会
答
申
等

を
踏
ま
え
、
大
都
市
制
度
の
改
革

や
地
方
中
枢
拠
点
都
市
に
よ
る
新

た
な
広
域
連
携
の
構
築
等
に
つ
い

て
、
通
常
国
会
へ
の
法
案
提
出
に

向
け
た
準
備
を
進
め
ま
す
。

地
方
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
能

力
及
び
実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理

の
徹
底
と
退
職
管
理
の
適
正
を
確

保
す
る
た
め
の
地
方
公
務
員
法
改

正
案
を
通
常
国
会
に
提
出
す
る
よ

う
準
備
を
進
め
ま
す
。

平平
成成
２２６６
年年

年年
頭頭
ああ
いい
ささ
つつ

総
務
大
臣新

藤

義

孝

第１８９１・９２号 平成２６年１月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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政
府
は
１２
月
２４
日
、
地
方
財
政

対
策
を
踏
ま
え
た
平
成
２６
年
度
予

算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
一
般
会

計
総
額
は
９５
兆
８
８
２
３
億
円
。

予
算
の
規
模
は
２５
年
度
か
ら
３

兆
２
７
０
８
億
円
の
増
と
な
っ
た

が
、
歳
入
面
で
税
収
を
対
前
年
度

比
６
兆
９
０
５
０
億
円
増
の
５０
兆

１０
億
円
と
見
込
み
、
そ
の
他
収
入

も
同
比
５
７
７
８
億
円
増
の
４
兆

６
３
１
３
億
円
と
見
込
ん
で
い
る

た
め
、
国
債
発
行
で
賄
う
公
債
金

は
同
比
１
兆
６
０
１
０
億
円
減
の

４１
兆
２
５
０
０
億
円
と
し
た
。
公

債
依
存
度
は
２５
年
度
の
４６
・
３
％

か
ら
４３
・
０
％
へ
と
改
善
さ
れ
、

３２
年
度
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン

ス
黒
字
化
を
目
指
し
て
財
政
健
全

化
が
着
実
に
進
め
ら
れ
て
い
る
。

歳
出
面
で
は
、
国
債
費
へ
対
前

年
度
比
１
兆
２
８
７
億
円
増
の
２３

兆
２
７
０
２
億
円
、
基
礎
的
財
政

収
支
対
象
経
費
へ
同
比
２
兆
２
４

２
１
億
円
増
の
７２
兆
６
１
２
１
億

円
を
振
り
向
け
た
。
入
口
ベ
ー
ス

の
地
方
交
付
税
交
付
金
等
は
、
同

比
２
５
０
２
億
円
減
の
１６
兆
１
４

２
４
億
円
と
な
っ
た
。
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
に
よ
る
地
方
税
収
の
増
を
反

映
さ
せ
た
結
果
だ
が
、
社
会
保
障

の
充
実
分
を
増
や
し
た
こ
と
で
地

方
の
一
般
財
源
総
額
は
、
同
比
６

０
５
０
億
円
増
の
６０
兆
３
５
７
７

億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
後
の
危
機
対
応
と
し
て

措
置
さ
れ
て
い
る
交
付
税
の
別
枠

加
算
に
つ
い
て
は
、
２５
年
度
の
９

９
０
０
億
円
か
ら
４
割
相
当
額
が

減
額
さ
れ
６
１
０
０
億
円
と
さ
れ

た
。

１
、
基
本
的
考
え
方

○
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方
を
つ
く
る
た
め
に

は
、
地
方
分
権
改
革
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要
。

○
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
の
勧
告
の
う
ち
、
残
さ

れ
た
課
題
で
あ
る
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
事
務

・
権
限
の
移
譲
等
を
推
進
。

○
第
３０
次
地
方
制
度
調
査
会
答
申
（
平
成
２５
年
６
月
２５

日
）
で
示
さ
れ
た
都
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
の
事

務
・
権
限
の
移
譲
等
を
推
進
。

２
、
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
移
譲
等

○
移
譲
す
る
事
務
・
権
限
【
４８
事
項
】

例
�
�
看
護
師
な
ど
各
種
資
格
者
の
養
成
施
設
等
の

指
定
・
監
督
等
、
�
商
工
会
議
所
の
定
款
変
更

の
認
可
、
�
自
家
用
有
償
旅
客
運
送
の
登
録
・

監
査
等
、
�
直
轄
道
路
・
河
川
に
係
る
整
備
等

に
関
す
る
計
画
、
工
事
及
び
管
理
の
実
施
等

○
移
譲
以
外
の
見
直
し
を
行
う
事
務
・
権
限

【
１８
事
項
】

例
�
�
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
人
情
報
の
地
方
公
共
団

体
へ
の
提
供
、
�
農
地
転
用
の
許
可
等

３
、
都
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
の
移
譲
等

○
移
譲
す
る
事
務
・
権
限
【
２９
事
項
】

例
�
�
県
費
負
担
教
職
員
の
給
与
等
の
負
担
、
県
費

負
担
教
職
員
の
定
数
の
決
定
、
市
町
村
立
小
中

学
校
等
の
学
級
編
制
基
準
の
決
定
、
�
病
院
の

開
設
許
可
、
�
都
市
計
画
区
域
の
整
備
、
開
発

及
び
保
全
の
方
針
（
都
市
計
画
区
域
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
）
に
関
す
る
都
市
計
画
の
決
定

○
移
譲
以
外
の
見
直
し
を
行
う
事
務
・
権
限

【
４
事
項
】

例
�
�
パ
ス
ポ
ー
ト
の
発
給
申
請
受
理
・
交
付
、
�

農
地
転
用
の
許
可
等

※
上
記
の
他
に
、
現
行
法
に
よ
り
指
定
都
市
が
処
理

す
る
こ
と
が
で
き
る
事
務
・
権
限
が
８
事
項
あ

る
。

４
、
移
譲
に
伴
う
財
源
措
置
そ
の
他
必
要
な
支
援

○
移
譲
さ
れ
た
事
務
・
権
限
が
円
滑
に
執
行
で
き
る
よ

う
、
地
方
税
、
地
方
交
付
税
や
国
庫
補
助
負
担
金
等

に
よ
り
、
確
実
な
財
源
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
や
技
術
的
助
言
、
研
修
や
職
員

の
派
遣
な
ど
の
必
要
な
支
援
を
実
施
す
る
。

５
、
一
括
法
案
等
の
提
出

○
法
律
改
正
事
項
に
つ
い
て
は
、
一
括
法
案
等
を
平
成

２６
年
通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
を
基
本
。

政
府
は
１２
月
２４
日
、
平
成
２６
年

度
予
算
案
と
あ
わ
せ
２６
年
度
税
制

改
正
大
綱
を
閣
議
決
定
し
た
。
同

大
綱
は
１２
日
に
決
定
し
た
与
党
税

制
改
正
大
綱
と
、
ほ
ぼ
同
じ
内
容

と
し
て
ま
と
め
ら
れ
て
お
り
、
地

方
法
人
課
税
の
偏
在
是
正
や
車
体

課
税
の
見
直
し
な
ど
が
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。

地
方
法
人
課
税
で
は
、
地
方
法

人
特
別
税
・
譲
与
税
の
規
模
を
縮

小
す
る
と
と
も
に
法
人
住
民
税
法

人
税
割
の
税
率
を
引
き
下
げ
、
引

き
下
げ
相
当
分
を
国
税
の
「
地
方

法
人
税
（
仮
称
）
」
と
す
る
。
創

設
し
た
新
税
は
交
付
税
特
会
へ
繰

り
入
れ
、
地
方
交
付
税
の
原
資
と

し
て
用
い
る
。
新
税
創
設
で
都
市

部
に
偏
在
す
る
税
源
を
是
正
す
る

と
と
も
に
活
用
す
る
。
現
行
の
法

人
住
民
税
法
人
税
割
の
標
準
税
率

は
、
道
府
県
が
５
・
０
％
、
市
町

村
が
１２
・
３
％
。
改
正
後
は
道
府

県
が
３
・
２
％
、
市
町
村
が
９
・

７
％
へ
と
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

車
体
課
税
の
う
ち
自
動
車
取
得

税
で
は
、
本
年
４
月
１
日
以
後
に

取
得
さ
れ
る
自
動
車
を
対
象
に
、

軽
を
除
い
た
自
家
用
車
を
現
行
の

５
％
か
ら
３
％
へ
、
営
業
用
車
を

３
％
か
ら
２
％
へ
、
そ
れ
ぞ
れ
税

率
を
引
き
下
げ
る
。
軽
自
動
車
税

で
は
、
２７
年
４
月
１
日
以
後
に
新

規
取
得
さ
れ
る
新
車
を
対
象
に
、

自
家
用
自
動
車
で
１
・
５
倍
へ
、
営

業
用
自
動
車
や
自
家
用
貨
物
車
、

営
業
用
貨
物
車
な
ど
で
約
１
・
２５

倍
へ
、
そ
れ
ぞ
れ
税
額
を
引
き
上

げ
る
。
こ
の
措
置
で
自
家
用
自
動

車
は
１
万
８
０
０
円
と
な
る
。

政
府
は
１２
月
２０
日
、
「
事
務
・

権
限
の
移
譲
等
に
関
す
る
見
直
し

方
針
に
つ
い
て
」
を
閣
議
決
定
し

た
。
同
方
針
は
同
日
、
閣
議
に
先

駆
け
て
開
催
さ
れ
た
地
方
分
権
改

革
推
進
本
部
（
本
部
長
�
安
倍
晋

三
・
内
閣
総
理
大
臣
）
で
決
定
さ

れ
た
も
の
。
う
ち
法
律
改
正
事
項

に
つ
い
て
は
一
括
法
案
等
を
政
府

で
取
り
ま
と
め
、
今
通
常
国
会
へ

提
出
す
る
予
定
と
し
て
い
る
。

同
方
針
は
、
地
方
分
権
改
革
推

進
委
員
会
が
過
去
に
勧
告
し
残
さ

れ
た
課
題
と
な
っ
て
い
た
「
国
か

ら
地
方
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲

等
」
、
第
３０
次
地
方
制
度
調
査
会

で
示
さ
れ
た
「
都
道
府
県
か
ら
指

定
都
市
へ
の
移
譲
等
」
、
そ
れ
ぞ

れ
に
つ
い
て
国
・
地
方
間
で
調
整

し
ま
と
め
て
あ
る
。
内
容
を
み
る

と
、
国
か
ら
自
治
体
へ
移
譲
す
る

事
務
・
権
限
と
し
て
４８
事
項
を
掲

げ
た
ほ
か
、
移
譲
以
外
で
見
直
す

事
務
・
権
限
と
し
て
１８
事
項
を
列

挙
。
都
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ

移
譲
す
る
事
務
・
権
限
と
し
て
２９

事
項
を
掲
げ
た
ほ
か
、
移
譲
以
外

で
見
直
す
事
務
・
権
限
も
４
事
項

を
列
挙
し
た
。
同
方
針
の
案
は
１０

日
に
有
識
者
会
議
が
ま
と
め
た
。

事務・権限の移譲等に関する見直し方針について【概要】
＜平成２５年１２月２０日地方分権改革推進本部決定＞ 政

府
予
算
案
を
閣
議
決
定

２６
年
度
の
一
般
会
計
総
額
は
９６
兆
円

税
制
改
正
大
綱
も
閣
議
決
定

地
方
法
人
課
税
の
偏
在
是
正
な
ど
図
る

一
括
法
案
を
国
会
提
出
へ

事
務
・
権
限
委
譲
等
で
方
針
を
閣
議
決
定

安
倍
総
理
が
地
方
分
権
改

革
推
進
本
部
で
あ
い
さ
つ

写
真
提
供
�
内
閣
広
報
室

（３） 平成２６年１月１５日 第１８９１・９２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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２６
年
度
の
地
方
財
政
対
策
で
予

定
さ
れ
て
い
る
地
方
交
付
税
は
、

出
口
ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
比
１
７

６
９
億
円
減
の
１６
兆
８
８
５
５
億

円
と
な
り
、
２
年
連
続
の
減
額
と

な
っ
た
。
一
方
、
一
般
財
源
総
額

に
つ
い
て
は
社
会
保
障
の
充
実
分

な
ど
を
含
め
対
前
年
度
比
６
０
５

０
億
円
増
の
６０
兆
３
５
７
７
億
円

と
し
た
。
内
訳
は
▽
地
方
税
�
３５

兆
１
２
７
億
円
▽
地
方
譲
与
税
�

２
兆
７
５
６
４
億
円
▽
臨
時
財
政

対
策
債
�
５
兆
５
９
５
２
億
円
―

な
ど
。
赤
字
地
方
債
の
臨
財
債
に

つ
い
て
は
地
方
税
、
地
方
譲
与
税

の
増
額
確
保
を
受
け
、
抑
制
す
る

方
向
で
前
年
度
よ
り
６
１
８
０
億

円
の
減
額
を
計
上
し
た
。

東
日
本
大
震
災
分
で
は
復
旧
・

復
興
事
業
の
う
ち
「
震
災
復
興
特

別
交
付
税
」
と
し
て
対
前
年
度
比

４
７
５
億
円
減
の
５
７
２
３
億
円

を
見
込
む
。
事
業
規
模
は
対
前
年

度
比
３
７
０
０
億
円
程
度
減
の
１

兆
９
６
０
０
億
円
程
度
と
し
た
。

２６
年
度
の
地
財
対
策
で
は
、
交

付
税
の
別
枠
加
算
、
地
方
財
政
計

画
に
お
け
る
歳
出
特
別
枠
の
取
り

扱
い
が
重
要
な
テ
ー
マ
に
掲
げ
ら

れ
た
。
総
務
省
が
１２
月
２４
日
に
公

表
し
た
「
平
成
２６
年
度
地
方
財
政

対
策
の
概
要
」
に
よ
れ
ば
、
地
域

経
済
基
盤
強
化
・
雇
用
等
対
策
費

（
�
歳
出
特
別
枠
）
は
前
年
度
比

３
０
０
０
億
円
減
の
１
兆
１
９
５

０
億
円
と
な
っ
た
。
歳
出
特
別
枠

の
減
額
分
３
０
０
０
億
円
は
２５
年

度
よ
り
地
方
公
務
員
給
与
の
減
額

に
対
す
る
見
合
い
と
し
て
創
設
さ

れ
た
「
地
域
の
元
気
創
造
事
業
」

へ
振
り
替
え
ら
れ
、
実
質
的
に
前

年
度
水
準
を
確
保
し
た
。
ま
た
、

別
枠
加
算
は
前
年
度
比
３
８
０
０

億
円
減
の
６
１
０
０
億
円
と
な
り

一
部
縮
小
さ
れ
た
。

交
付
税
の
別
枠
加
算
、
地
財
計

画
の
歳
出
特
別
枠
は
地
方
税
収
の

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
大
幅
な

落
ち
込
み
に
対
応
す
る
た
め
に
導

入
。
２５
年
度
は
▽
別
枠
加
算
�
９

９
０
０
億
円
▽
歳
出
特
別
枠
�
１

兆
４
９
５
０
億
円
―
が
そ
れ
ぞ
れ

計
上
さ
れ
、
地
域
経
済
を
支
え
る

役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

１２
月
１２
日
に
開
催
さ
れ
た
国
と

地
方
の
協
議
の
場
で
佐
藤
祐
文
・

本
会
会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）

は
交
付
税
の
別
枠
加
算
、
地
財
計

画
の
歳
出
特
別
枠
の
堅
持
を
主
張

し
た
�
本
紙
１
８
９
０
号
４
面
参

照
。
地
財
折
衝
へ
向
け
１２
月
２０
日

に
開
催
さ
れ
た
自
由
民
主
党
総
務

部
会
・
消
防
議
員
連
盟
関
係
合
同

会
議
で
も
地
方
側
は
堅
持
を
強
く

訴
え
て
い
た
�
６
面
参
照
。

こ
の
ほ
か
、
２６
年
度
の
地
財
対

策
で
は
地
域
経
済
の
活
性
化
や
地

域
の
防
災
・
減
災
に
寄
与
す
る
�

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
費
�
地
域

の
元
気
創
造
事
業
費
の
増
額
が
図

ら
れ
る
。
�
は
対
前
年
度
比
４
５

０
億
円
増
の
５
０
０
０
億
円
、
�

は
対
前
年
度
比
５
０
０
億
円
増
の

３
５
０
０
億
円
が
、
そ
れ
ぞ
れ
計

上
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
�
は
２５

年
度
で
は
「
地
域
の
元
気
づ
く
り

事
業
費
」
と
し
て
計
上
さ
れ
て
い

た
。
両
事
業
は
２５
年
度
の
地
方
公

務
員
給
与
の
削
減
要
請
に
対
応
す

る
形
で
単
年
度
限
り
の
措
置
と
し

て
導
入
。
２６
年
度
以
降
の
取
扱
い

に
つ
い
て
は
予
算
編
成
過
程
で
検

討
す
る
と
さ
れ
て
い
た
。

総
務
省
は
１２
月
２４
日
、
平
成
２６

年
度
の
地
方
財
政
対
策
と
地
方
債

計
画
を
公
表
し
た
。
地
財
対
策
に

つ
い
て
は
１２
月
２１
日
に
行
わ
れ
た

新
藤
義
孝
・
総
務
大
臣
と
麻
生
太

郎
・
財
務
大
臣
と
の
地
財
折
衝
で

決
着
し
て
い
る
。
地
財
対
策
、
地
方

債
計
画
と
も
２５
年
同
様
、
通
常
収

支
分
と
は
別
枠
で
東
日
本
大
震
災

分
を
策
定
。
震
災
分
で
は
地
財
対

策
、
地
方
債
計
画
と
も
▽
復
旧
・

復
興
事
業
▽
全
国
防
災
事
業
―
と

し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
計
画
額
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。
本
紙
で
は
４
面
か

ら
５
面
に
か
け
、
地
財
対
策
、
地

方
債
計
画
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

あ
わ
せ
て
、
地
財
対
策
を
踏
ま
え

た
２６
年
度
政
府
予
算
案
が
閣
議
決

定
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
地
方
六

団
体
が
１２
月
２４
日
に
発
表
し
た
共

同
声
明
を
５
面
に
掲
載
す
る
。

２６
年
度
の
地
方
債
計
画
の
う
ち

通
常
収
支
分
の
総
額
は
、
対
前
年

度
比
５
４
０
７
億
円
減
の
１２
兆
８

３
０
１
億
円
と
な
っ
た
。
う
ち
、

普
通
会
計
分
は
対
前
年
度
比
５
９

４
７
億
円
減
の
１０
兆
５
５
７
０
億

円
、
公
営
企
業
会
計
等
分
は
対
前

年
度
比
５
４
０
億
円
増
の
２
兆
２

７
３
１
億
円
と
な
っ
た
。
東
日
本

大
震
災
分
で
は
復
旧
・
復
興
事
業

と
し
て
５
４
３
億
円
、
全
国
防
災

事
業
と
し
て
９
８
３
億
円
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。

通
常
収
支
分
の
内
訳
を
見
る
と

▽
一
般
会
計
債
�
４
兆
７
８
８
１

億
円
▽
公
営
企
業
債
�
２
兆
３
６

６
８
億
円
▽
臨
時
財
政
対
策
債
�

５
兆
５
９
５
２
億
円
▽
退
職
手
当

債
�
８
０
０
億
円
。

一
般
会
計
債
で
は
、
過
疎
対
策

事
業
を
推
進
す
る
た
め
「
辺
地
及

び
過
疎
対
策
事
業
」
と
し
て
対
前

年
度
５
５
０
億
円
増
の
４
０
１
０

億
円
の
計
画
額
が
計
上
さ
れ
た
。

「
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
」
に
つ

い
て
は
対
前
年
度
比
４
５
０
億
円

増
の
５
０
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。
同
事
業
は
地
方
公
務
員

給
与
の
削
減
要
請
に
対
応
す
る
た

め
単
年
度
の
措
置
と
し
て
２５
年
度

よ
り
導
入
。
２６
年
度
以
降
の
取
扱

い
は
検
討
事
項
と
な
っ
て
い
た
。

２６
年
度
以
降
も
地
方
公
共
団
体

が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
防
災
・
減

災
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
よ

う
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
に

よ
る
措
置
を
継
続
す
る
こ
と
も
決

定
し
た
。
対
象
事
業
は
▽
地
域
の

防
災
力
を
強
化
す
る
た
め
の
施
設

の
整
備
▽
災
害
の
強
い
ま
ち
づ
く

り
の
た
め
の
事
業
▽
災
害
に
迅
速

に
対
応
す
る
た
め
の
情
報
網
の
構

築
―
の
３
分
野
。
こ
れ
ら
の
事
業

費
へ
の
地
方
債
の
充
当
率
を
１
０

０
％
と
し
、
交
付
税
措
置
と
し
て

元
利
償
還
金
の
７０
％
を
基
準
財
政

需
要
額
に
参
入
す
る
と
し
て
い

る
。公

営
企
業
債
に
お
い
て
対
前
年

度
と
比
べ
計
画
額
が
大
幅
に
増
え

た
事
業
が
�
病
院
事
業
・
介
護
サ

ー
ビ
ス
事
業
�
水
道
事
業
�
市
場

事
業
・
と
畜
場
事
業
。
�
は
対
前

年
度
比
６
９
１
億
円
増
の
４
１
２

３
億
円
、
�
は
対
前
年
度
比
３
５

３
億
円
増
の
３
９
８
７
億
円
、
�

は
対
前
年
度
比
１
２
０
億
円
増
の

４
４
９
億
円
が
計
画
額
と
し
て
計

上
さ
れ
た
。

一
般
財
源
総
額
は
�
・
�
兆
円
増

地財対策

歳
出
特
別
枠
・
交
付
税
別
枠
加
算
は
確
保

総務省が１２月２４日に公表

地地財財対対策策とと地地方方債債計計画画
地財対策で六団体が共同声明

通
常
収
支
総
額
は
１２
・
�
兆
円

地方債計画

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
に
�
・
�
兆
円
計
上
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平
成
２６
年
度
の
年
末
予
算
編
成
控
え
る
な
か
、
自
由
民
主
党
総
務

部
会
・
消
防
議
員
連
盟
関
係
合
同
会
議
が
１２
月
１９
日
、
党
本
部
で
開

催
さ
れ
、
地
方
六
団
体
の
代
表
者
ら
が
出
席
。
本
会
か
ら
は
佐
藤
祐

文
・
会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）
が
出
席
し
た
ほ
か
、
基
地
関
係
予

算
に
つ
い
て
要
望
す
る
た
め
、
全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議
会
を

代
表
し
て
神
田
隆
彦
・
会
長
（
呉
市
議
会
議
長
）
が
出
席
し
た
。

当
日
、
佐
藤
本
会
会
長
は
じ
め

地
方
六
団
体
の
代
表
者
ら
は
２６
年

度
地
方
財
政
対
策
で
、
地
方
財
政

計
画
に
お
け
る
歳
出
特
別
枠
、
地

方
交
付
税
の
別
枠
加
算
の
堅
持
な

ど
を
新
藤
総
務
相
ら
へ
要
望
し

た
。
地
方
の
要
望
に
対
し
、
新
藤

総
務
相
は
１２
月
２１
日
の
麻
生
財
務

相
と
の
地
財
折
衝
へ
向
け
、
歳
出

特
別
枠
、
別
枠
加
算
の
堅
持
に
向

け
最
大
限
努
力
し
て
い
く
と
決
意

を
表
し
た
�
地
方
財
政
対
策
は
本

紙
４
面
か
ら
５
面
に
掲
載
。

地
方
六
団
体
代
表
の
要
望
に
続

き
、
基
地
関
係
団
体
代
表
と
し
て

神
田
基
地
協
会
長
ら
が
要
望
陳
述

に
臨
ん
だ
。
神
田
会
長
は
２６
年
度

予
算
に
つ
い
て
総
務
省
所
管
の
基

地
交
付
金
と
調
整
交
付
金
の
所
要

額
確
保
な
ど
を
要
望
し
た
。
１２
月

２４
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
政
府
の

２６
年
度
予
算
案
を
み
る
と
、
基
地

関
係
予
算
に
つ
い
て
は
▽
基
地
交

付
金
�
２
７
５
億
４
０
０
０
万
円

▽
調
整
交
付
金
�
７０
億
円
―
と
い

ず
れ
も
前
年
度
と
同
額
が
計
上
さ

れ
た
。
基
地
周
辺
対
策
経
費
は
歳

出
ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
比
０
・
６

％
増
の
１
２
０
７
億
１
９
０
０
万

円
が
計
上
さ
れ
た
。

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所

国土強靱化－その内実を問う
第３７回『都市問題』公開講座

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所は「国土強靱化
―その内実を問う」と題して、第３７回「都市問題」公開
講座を下記の日程で開催します。
安倍政権のもとの２０１３年１２月、自民・公明両党が議員

立法として国会に提出した国土強靱化基本法が成立した。
東日本大震災の惨状をみるならば、国土強靱化に異を唱え
る者はいないだろう。しかし、中央政府主導の事業実施と
いう手法の是非、巨額公共事業が逼迫する財政に及ぼす影
響、大震災被災地の復旧・復興は加速されるのかなど、基
本法による事業展開には論ずべき点が多々あろう。
東日本大震災の発生から間もなく３年を迎えるいま、従

来の防災対策や大震災からの復旧・復興事業の実態を踏ま
えて、国土強靱化とは本来どうあるべきかを討論します。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。

◇基調講演
大西 隆 氏（慶應義塾大学大学院政策・メディア研

究科特別招聘教授／日本学術会議会長）
◇パネルディスカッション
〈パネリスト〉
池上 岳彦 氏（立教大学経済学部教授）
尾� 正直 氏（高知県知事）
窪田 亜矢 氏（東京大学大学院工学系研究科准教授）
藤井 聡 氏（京都大学大学院工学研究科教授）

〈司会〉
新藤 宗幸 氏（後藤・安田記念東京都市研究所研究担

当常務理事）

◆日 時：平成２６年２月８日（土）１３：３０～１６：３０
◆場 所：日本プレスセンター１０階ホール

（〒１００‐００１１ 東京都千代田区内幸町２‐２
‐１）

◆参 加 費：無料
◆参加申込み：後藤・安田記念東京都市研究所ホームペー

ジ（http : //www.timr.or.jp）からお申し込
み下さい

◆申 込 期 限：平成２６年２月６日（木）
◆お問い合わせ：後藤・安田記念東京都市研究所 研究室

�：０３‐３５９１‐１２６１、
FAX：０３‐３５９１‐１２７９

▼
議
長

▽
一
関

千
葉
大
作
（
１０
・
１５
）

▽
安
曇
野

宮
下
明
博
（
１０
・
３０
）

▽
村
山

海
老
名
幸
司
（
１１
・
１
）

▽
浜
田

原
田
義
則
（
１１
・
１
）

▽
鶴
岡

渋
谷
耕
一
（
１１
・
５
）

▽
朝
来

能
見
勇
八
郎
（
１１
・
５
）

▽
南
国

前
田
学
浩
（
１１
・
５
）

▽
甲
賀

鵜
飼

勲
（
１１
・
６
）

▽
葛
城

西
川
弥
三
郎
（
１１
・
７
）

▽
七
尾

桂

撤
男
（
１１
・
８
）

▼
副
議
長

▽
一
関

小
山
雄
幸
（
１０
・
１５
）

▽
安
曇
野

平
林
�
子
（
１０
・
３０
）

▽
村
山

大
山
正
弘
（
１１
・
１
）

▽
浜
田

澁
谷
幹
雄
（
１１
・
１
）

▽
鶴
岡

五
十
嵐
庄
一
（
１１
・
５
）

▽
五
泉

阿
部
周
夫
（
１１
・
５
）

▽
朝
来

山
本
正
之
（
１１
・
５
）

▽
南
国

西
岡
照
夫
（
１１
・
５
）

▽
甲
賀

中
西
弥
兵
衞
（
１１
・
６
）

▽
米
原

前
川

明
（
１１
・
６
）

▽
葛
城

朝
岡
佐
一
郎
（
１１
・
７
）

▽
七
尾

杉
木

勉
（
１１
・
８
）

▽
北
本
市
（
埼
玉
県
）

�
０
４
８
（
５
９
４
）
５
５
６
０

住
所
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
は
変
更
な
し

岩
手
県
の
滝
沢
村
が
１
月
１
日

に
市
制
施
行
し
、
滝
沢
市
が
誕
生

し
た
。
人
口
は
５
万
５
０
７
７
人

（
住
民
基
本
台
帳
�
平
成
２５
年
１０

月
末
日
現
在
）
、
面
積
１
８
２
・

３２
平
方
�
、
議
員
定
数
は
２０
人
。

滝
沢
市
の
市
制
施
行
に
伴
い
全
国

の
市
数
は
８
１
３
市
と
な
っ
た
。

１月１５日現在の都市数
８１３団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４２市
特例市 ４０市
一般市 ６８８市
特別区 ２３区

議議
会会
人人
事事

１／１

滝
沢
市
が
誕
生

要望陳述に臨む神田基地協会長

１２月２１日予定の地財折衝に向け
決意を表する新藤義孝・総務相

六六
団団
体体
やや
基基
地地
関関
係係
団団
体体
がが
要要
望望

自
民
党
総
務
部
会
・
消
防
議
連
合
同
会
議
で

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

紹介を受け、あいさつする佐藤本会会長

第１８９１・９２号 平成２６年１月１５日 （６）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報


	１面
	２面
	３面
	４面
	５面
	６面

